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２ 議  事 
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報告第１号 
国民健康保険税に係る制度改正について 

 
１ 令和２年度税制改正 

国民健康保険税の課税の内容を含む「令和２年度税制改正大綱」が令和元年

１２月２０日に閣議決定され，今後，地方税法及び地方税法施行令の改正・施

行が見込まれる。 
この税制改正に伴い，令和２年度以降の国民健康保険税の課税に係る制度

が以下のとおり変更となる。 
 
２ 改正内容 

  課税限度額の引上げ 

国民健康保険税の課税の上限額となる課税限度額を年額９６万円から 
９９万円に引き上げる。 

 
〔課税限度額〕 

区 分 元年度 ２年度税制改正 

医療保険分 ６１万円 ６３万円（＋２万円） 

後期高齢者支援金分 １９万円 １９万円（変更なし） 

介護保険分 

（40 歳～64 歳） 
１６万円 １７万円（＋１万円） 

計 ９６万円 ９９万円（＋３万円） 

 
【本市の対応】 

本市の課税限度額を引き上げるかどうか（９６万円⇒９９万円）について，

令和２年度国民健康保険運営協議会において協議いただく予定。 
 
 地方税法及び同法施行令では，国民健康保険税の課税限度額の上限額を

規定しており，各市町村は，その上限額を越えない範囲で課税限度額を条

例に定め課税している。 
  
※本市では，従来，国の課税限度額（上限額）が改正された年度の国保運

営協議会に諮り，翌年度の課税分から適用してきた。 
 
 
 
 

報告第１号 
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  軽減判定基準の改定 

応益割（均等割・平等割）に係る低所得者の軽減のうち，５割軽減・２割

軽減の判定の際の所得基準を引き上げる。 
 

〔軽減判定基準〕 

軽減区分 改正前（現行） 改正後 

７割軽減 ３３万円 ３３万円（変更なし） 

５割軽減 
３３万円＋２８万円×（被保険者

数＋特定同一世帯所属者数） 
３３万円＋２８．５万円×（被保険

者数＋特定同一世帯所属者数） 

２割軽減 
３３万円＋５１万円×（被保険者

数＋特定同一世帯所属者数） 
３３万円＋５２万円×（被保険者

数＋特定同一世帯所属者数） 
 

【改正のイメージ図】 
          改正前               改正後 

   保険税額                 保険税額 
 
 
 
 
 
 

所得額                 所得額 
 
 
【本市の対応】 

地方税法施行令の改正後，令和２年３月末までに条例改正を行い，令和２

年度の国民健康保険税課税分から適用する予定。 
 

地方税法施行令の一部改正は，令和２年３月末日までに決定・公布され

る見込みであるため，令和２年度の国民健康保険税の賦課期日である４

月１日以前の３月末日までに本市の条例改正を行う必要がある。 
 
※軽減判定基準は，全国一律に同内容での措置が行われるものであるこ 
とから，本市としても法改正に沿った対応となる。 

 
 

２割軽減

５割軽減
７割軽減  

２割軽減

拡大  
５割軽減

  拡大  ７割軽減

応能割部分
（所得割）

応益割部分
（均等割・ 
平等割） 
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宮国保運協第 号  

令和２年２月 日  

 

 

宇都宮市長  佐 藤  栄 一 様  
 

 

宇都宮市国民健康保険運営協議会  

会 長  塚田 典功  

 

 

 

国民健康保険税の税率の見直し等について（答申）  

 

 

令和元年８月１日付け宮保年第１３２６号により諮問のあ

りました標記の件につきまして，本協議会を開催し，関係資料

等に基づき慎重に協議した結果，結論を得ましたので答申いた

します。  

（案）

協議第１号 
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答申に当たって 

 

 国民健康保険（以下「国保」という。）については，被保険者の高齢

化の進行や医療技術の高度化などにより１人当たり医療費が増大する

一方，他の医療保険と比べ低所得者が多く加入しているといった構造

的な問題を抱えており，多くの市町村において厳しい財政運営を強い

られている。 

 

こうした中，国は，持続可能な国保制度を構築するため，平成３０

年度から財政支援を拡充するとともに，都道府県が国保の安定的な財

政運営や効率的な事業運営を確保するための中心的な役割を担うなど

の制度改革を実施したところであるが，市町村においては国保税の税

率の決定や賦課・徴収，保健事業等，従来同様住民に身近な業務を担

うこととなった。 

 

宇都宮市においては，国保事業の安定的な運営を図るため「宇都宮

市国民健康保険経営改革プラン」を策定し，医療費適正化の推進や保

険税収納率の向上など，様々な施策・事業に取り組んでいるものの，

今後も厳しい財政運営が見込まれる。 

 

今般，本協議会は，「国民健康保険税の税率の見直し等」について市

長から諮問を受け，これまで計４回の協議会を開催し，国保の財政健

全化に向けた今後の取組，また，被保険者を取り巻く環境の変化等を

勘案し，負担の在り方などについて慎重に議論を重ねてきたところで

あり，その意見を集約し，以下のとおり答申する。 
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１ 財政健全化策について  

国保財政の健全化に当たっては，保険者である宇都宮市自らが積

極的に経営努力を行い，財政健全化策をこれまで以上に推進するこ

とが肝要である。 

これまでも保険税収納率の向上や医療費の適正化などに取り組み

一定の成果が見られたところであるが，より一層，財政健全化策に

取り組むことが必要であることから，引き続き，「栃木県国民健康保

険運営方針」や「宇都宮市国民健康保険経営改革プラン」などに基

づき，各種施策・事業に計画的かつ着実に取り組まれたい。 

特に，保険税収納率の向上については，口座振替の推進をはじめ

とした納期内納付の推進，電話・文書催告や臨戸訪問の実施，徹底

した財産調査と滞納処分の実施等により，確実かつ早期に保険税収

の確保に努めるとともに，医療費の適正化については，疾病の早期

発見，発症予防に向けた特定健康診査未受診者対策の強化や糖尿病

重症化予防対策事業を効果的に実施し，１人当たり医療費の縮減に

努められたい。 

また，こうした取組の成果は保険者努力支援制度による国・県か

らの交付金に反映され，財政健全化の一助となることから，より多

くの交付金を確保できるよう，対象となる施策・事業に優先的かつ

重点的に取り組まれたい。 

 

２ 税率等の見直しについて 

   課税限度額について 

地方税法施行令（以下，「政令」という。）に定める課税限度額に

ついては，平成３１年４月に，医療保険分が５８万円から６１万円

に改正されたところであり，国は今後も，課税限度額を段階的に引

き上げる方針を示している。 

課税限度額を超える高所得世帯については，中所得世帯に比べ所

得に対する税負担の割合が低く抑えられていることから，税負担の

公平性の観点や国の動向を踏まえると，令和２年度から課税限度額

を政令どおりに改正することが適当である。 

なお，令和２年度税制改正において，課税限度額の引上げが予定

されていることから，政令が改正された場合は，令和３年度の課税

限度額について本協議会において検討することが適当である。 
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   税率の見直しについて 

  ア  見直しの対象期間について 

    国保事業の安定的な運営を確保する観点から，宇都宮市では

２年ごとに税率の見直しの検討を行っており，本協議会におい

ても，向こう２年間の収支見通しを基に税率見直しの検討を行

ってきたところである。  

    収支の見通しに当たっては，制度改革に伴い導入された国保

事業費納付金が税率を設定する上で重要な要素となり，その額

が被保険者の負担などに影響を与えることから，納付金額の見

通しについては十分な精度が求められるところであるものの，

制度改革後間もないこともあり，現状では年度によって示され

る額に大きな差異がある。 

したがって，今回の税率見直しについては，納付金額が既に示

されている令和２年度分のみについて行い，現時点において一定

の精度をもって見通すことが困難な令和３年度分については，来

年度示される納付金額等に基づき，より確実な収支見通しの下で，

本協議会において改めて検討することとする。 

 

  イ  負担の在り方と税率について  

    国保事業に必要な財源は基本的に保険税で確保するものであ

るが，制度改革や消費増税など，被保険者を取り巻く環境が変

化する中，特に来年度においては，増税されたばかりの消費税

が所得の低い被保険者へ与える影響等について十分配慮する必

要がある。 

また，納付金制度の導入などに伴う負担増については，保険者

の責めに帰さない要因によるものであり，財政の安定化を図るた

めに宇都宮市が実施している一般会計からの繰入の考え方に沿

うものであることから，制度改革の影響が緩和されるまでの間，

暫定的に繰入を拡充して対応することが適当である。 

    こうした一般会計からの繰入がなされることにより，令和２

年度については，国保財政の収支均衡が図れる見込みであるこ

とから，税率については現行どおりとされたい。 
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宇都宮市国民健康保険運営協議会開催経過 

 

 

１  第１回運営協議会（令和元年８月１日） 

  市長から「国民健康保険税の税率の見直し等について」の諮問 

  平成３０年度国民健康保険特別会計の決算状況(見込み)について 

  令和元年度国民健康保険特別会計当初予算の概要について 

  平成３０年度国保アクションプランの主な取組実績と令和元年

度国保アクションプランの主な取組について 

  令和元年度国民健康保険税の課税状況について 

 

２  第２回運営協議会（令和元年９月２６日） 

  国民健康保険の現状について 

  国民健康保険税の課税限度額の見直しについて 

 

３  第３回運営協議会（令和元年１２月２６日） 

  国民健康保険税の税率の見直し等について 

 

４  第４回運営協議会（令和２年２月６日） 

  国民健康保険税に係る制度改正について 

  答申書(案)について 
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